
少子化社会を迎えた韓国の高等音楽教育の現状と課題

227 227

愛媛大学教育学部紀要　第 67巻　227~242　2020
 

  
 

少子化社会を迎えた韓国の高等音楽教育の現状と課題 
―日本の高等音楽教育の現場課題と対応策を再考する― 

 

 （音楽教育講座） 安積京子 

 
The present conditions and issues of the higher music education 

under the declining birthrate society of Korea 
－Reconsidering the spot problems and countermeasures 

of the higher music education of Japan－ 
 

  Kyoko ASAKA 
 

  （2020 年 9 月 1 日受理）  

 
1．はじめに 

1－1 研究背景と目的 

2010 年代に入り、日本はかつて世界が経験したこ

とがない急速な少子高齢化・人口減少が進んでいる中

で、幼稚園から大学に至るまで入学者数がさらに大幅

に減少することが予想される。こうした中で、大学の

音楽教育の在り方や運営の仕方が質と量の両面で大

きな変革の岐路に立たされている。 

一方、音楽教育を海外に目を向けると隣国韓国にお

いてもタイムラグをおいて日本と同様、急速な少子高

齢化・人口減少の時代を迎えることが明確になってき

た。韓国の政府機関も、学習塾から国公立・私立の大

学に至る教育機関もこの直面する深刻な少子化問題

への対応に真剣に取り組み始めている。同国の初等教

育（幼稚園、小学校）、中等教育（中学校、高等学校）、

高等教育（大学、大学院、海外留学）の音楽教育の実

態を調査分析し、課題を把握し、今後の大学における

中長期的な音楽教育への在り方をどのように模索し

ているのかを明確にしてみる。 

1－2 研究方法 

本研究は、国内外の文献調査、韓国での実地調査、

同国での関係先へのインタビュー調査の 3 つの方法

に依拠している。特に、筆者は2017 年秋に韓国の首

都ソウル市（人口1,022万人）において、市中の音楽

教室などへのヒアリング、および事前送付の質問項目

に基づいた音楽大学への直接面談によるインタビュ

ーを実施した。人口動態や大学の音楽学部専攻学生数

など教育関連データの一連の分析は、筆者が日本及び

韓国で入手可能な公的な統計データに基づいている。 

1－3 先行研究 

本稿「少子化社会を迎えた韓国の高等音楽教育の現

状と課題」について、第2章の韓国の「人口動態」に

関しては、過去から現在に至るまで韓国自身はもとよ

り日本をはじめ国際機関からも多数の統計や論文が

出されている。少子化、合計特殊出生率の低さ、高齢

化、労働力人口の減少といった切り口のテーマである。 

また、第3章の韓国の高等音楽教育の現状と課題に

ついては、音楽史的視点からも韓国の「音楽」、「音

楽教育」については様々な分析がなされている。例え

ば、小林孝行（2005）は、韓国の近代化過程における

音楽の受容、伝統音楽（国楽）と西欧音楽の導入、教

会音楽の発展、学校教育と音楽の結びつきなどを分析
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している。また、音楽教育課程については、韓国音楽

教育学会長の閔 庚勲（ミン・キョンフン）（2009）が

小学・中学・高校の音楽科教育課程の内容と変遷や音

楽授業の実態について概要を述べている。 

韓国の音楽教育学視点からの多くの研究は、「音楽

教育課程」や「音楽教科書」の日韓比較などの視点か

らなされているが、義務教育下の小学校・中学校の教

育が主体であり、加えて今日、進学率がほぼ100%に達

し事実上義務教育化された高校までが対象になって

いる。しかしながら高等教育段階の大学の音楽教育に

ついては、例えば金 奎道（2014）「韓国の教員養成大

学における伝統音楽教育」のように国楽1（韓国の民族

音楽）に重点をおいた切り口からの調査はあっても、

大学（4年制普通大学）および専門大学（短大）の音

楽教育の具体的内容についてクラシック（西洋音楽）

を中心とした実証的分析は筆者の調査した範囲内で

は見当たらない。 

韓国を、少子高齢化という「人口動態」、経済成長

による「世帯所得向上」、音楽教育学からの「学校・

民間音楽教育」、産業論からの「音楽産業」という多

面的な切り口から「少子化社会を迎えた韓国の高等音

楽教育の現状と課題―日本の高等音楽教育の現場課

題と対応策を再考する―」に焦点にあてた研究は緒に

就いたところである。 

 

2．韓国の人口動態 

2－1 急速に少子高齢化社会に向かう韓国  

韓国統計庁によると韓国の人口は図 1 が示す通り、

1960年の2,501万人が2019年に至るまで一貫して増

加している。1970年に3,000万人台、1984年に4,000

万人台、2012年に5,000万人台と増え続け2015年は

5,101万人に達している。 

ただし、この人口増加を年齢別に見ると構造的に大

きな変化の中にある。1970 年時点の人口 3,224万人

を見ると、0－14歳の幼少年人口が42.5％（1,370万

人）、15－64歳の生産年齢人口（労働力人口）が54.4％

（1,754万人）、老齢年齢と言われる65歳以上が3.1％ 

 
1 「国楽」は韓国の長い歴史を持つ伝統音楽。1950年に韓国の伝
統音楽と踊りを継承するために政府により音楽機関「国立国楽

院」がソウル市に創設されている。同国楽院は、現在、文化体育

 

図１： 韓国の年齢別人口及び高齢化推移 

（99万人）占めた。前掲図1の右軸の「高齢化率」は

全人口に占める65歳以上の構成比である。 

一方、2015年時点の人口5,101万人を見ると、0－

14 歳人口が僅か 13.8％（702 万人）までに減少して

いる。また15－64歳人口が73.4％（3,744万人）と

大幅に増加し、65歳以上が12.8％（654万人）へと増

加している。つまり後述の出生数減少による少子化傾

向で1970～2015年の 45年間に若年層が 668万人減

少し、老人層が555万人増加したことを意味している。

この結果、高齢化率は1970年の2.9％から2015年の

12.8％へ上昇した。 

韓国統計庁は2016年12月に新しい「将来人口推計

2015－2065」を発表した。その重要なポイントは、前

掲図1の中の2016年～2065年の「人口」と「高齢化

率」のグラフに要約される。第1点は、2017年に初め

て老齢人口（707 万人）が幼少年人口（675万人）を

上回ることである。第2点は、過去上昇してきた高齢

化率が2025年20％、2040年32.8％、2060年41.0％

と急上昇し「老人大国」を迎えることである。因みに 

2055年の韓国の老齢化率は39.2％で、日本の2050年

39.6％と同じレベルになる。両国間で5年のタイムラ

グがある。第 3点は、2032 年から総人口が減少に転

じ、2065年には4,302万人となり2015年（5,101万

人）と比べ、約800万人減ることになる。 

2－2 人口増加のもとで半減した出生数 

1970 年当時の人口 3,224万人のもとでの韓国の出

生数は、図2の左軸が示す通り100.6万人と100万人 

観光部（日本の文部科学省に相当）傘下にある。韓国の音楽教育

は初等教育から高等教育までの各段階で「国楽重視」が特徴的で

あり、日本の各教育段階での「邦楽」の位置付けとは大きく異な

る。 



少子化社会を迎えた韓国の高等音楽教育の現状と課題

228 229

愛媛大学教育学部紀要　第 67巻　227~242　2020 

 

図2： 韓国の出生数及び合計特殊出生率の推移 
の大台にあった。その 10 年後の 1980 年の出生数は

86.2万人となり、さらに1984年67.4万人、2001年

55.9万人と漸減し2015年には 43.8万人まで落込み

1980 年比で半減した。以上の人口減は止まることな

く2017年には35.7万人、2018年32.7万人、2019年

30.3万人と4年連続で30万人台の出生数にまで落込

んでいる。総人口が増加し続けてきた韓国において、

45年間という長期にわたり出生数の3分の2が減少

したことは、社会構造や経済構造に大きな変化を及ぼ

している。 

次に、前掲図2の右軸が示す合計特殊出生率（以下、

“出生率”と略す）を見てみる。出生率は、1970年の

4.53から1980年の2.82と減少し、さらに1984年の

1.74へと大幅に低下し、2005年当時、同国史上最低

レベルの1.08と落込んだ。その後、政府の各種少子

化対策によって出生率は1.1～1.2レベルで推移した

が、このレベルは世界的に見ると極めて低水準である。

出生率1.3人未満は「超低出産国家」と言われ、経済

協力開発機構（OECD）加盟国36か国のうちポルトガ

ル（例：2013年1.21）と最下位を争う水準である。 

2019年 3月、韓国統計庁は、あらたな将来人口推

計を発表した。従来、韓国は5年毎に人口推計を発表

してきた。前回発表は前述の通り2016年であり、次

回発表は2021年のはずであったが、敢えて2年前倒

しとなった。その理由は、2018年の出生率が0.98と

なり、同国では初めての1.0を下回り世界最低水準に

落ち込んだことである。前回推計と大きく異なったの

 
2 総務省統計局「2010年国勢調査」によると日本の総人口がマイ

ナスに転じたのは2011年であり、この年を「人口減少社会 元

年」としている。韓国はその9年後の2020年に人口マイナスが

起こることになる。 

は、人口が2019年の5,165万人をピークに2020年か

ら減少が始まり、さらに高齢化が急速に進み深刻化す

ることである2。なお、2020年2月に発表された2019

年の出生率は前年をさらに下回る0.92 となり低下に

歯止めがかからない。 

2－3 少子化の原因と対応策 

2010 年代に入っても韓国の出生率は一向に改善し

なかった3。これには次の 4 つの構造的な原因が挙げ

られる。1つ目は、価値観の変化で女性の高学歴化に

より仕事や生涯のキャリア重視のため結婚しないと

いう非婚化や、結婚しても出産しない傾向がみられる

ことである。 

2つ目は、晩婚化と晩産化である。韓国女性の初婚

年齢は、2015年に初めて30歳代に入り、それに伴い

高齢出産化が顕著になったことである。 

3つ目は、韓国は日本以上に学歴社会、競争社会と

言われ、家計における子供の学習塾代や家庭教師代と

いった教育費の経済的負担が大きいことである。また

韓国では海外留学熱も高く、留学に伴う親の家計負担

は大きい。帰国後、名門財閥企業や一流企業への就職

や所得の高いキャリア形成などへの関心が高いこと

が背景にある。結果として、子供を持たない、あるい

は持っても一人っ子という家庭も少なくない。 

4 つ目は、核家族化により伝統的な家庭は崩壊し、

祖父母の家事支援や子供の養育支援を受けにくい社

会構造に変化していることである。社会進出が進む女

性にとり仕事と家庭の両立が益々困難になっている。 

2－4 日本・韓国の少子高齢化の共通性と社会インパ

クト 

韓国の高齢化率は、これまで世界の最も早い速度で

高齢化が進んできたとされる日本よりもさらに早く

進んでいる。日本が高齢化社会（高齢化率7％）から

高齢社会（同14％）に至るまで24年間（1970～1994

年）要し、さらに高齢社会から超高齢社会（同20％）

に至るまで12年（1994年～2006年）要したのに対し

て、韓国は前掲図 1が示すように各 1々8年（2000年

7.2％～2018年14.3％）と7年（2018年14.3％～2025

3 韓国政府は出生率目標1.5を打ち出したが上向くどころか大きく

下回った。また、日本政府は2025年の出生率目標1.8を打ち出

しているが2020年3月現在、達成は困難な状況である。 
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年20.0％）と予測されている。さらに韓国の出生率は

2000 年代以降、一貫して日本を下回り世界最低レベ

ルにある。このような急速な高齢化率や低出生率は、

日本以上に深刻な社会問題となっている。 

出生数の減少は6年後の小学校への入学児童数、12

年後の中学校への入学生数の減少をもたらす。そして

15 年後の実質義務教育化した高等学校への入学生数

の減少へとつながる。さらに18年間のタイムラグを

おいて大学入学者の絶対数の減少をもたらすのであ

る4。ちなみに2011年に人口減少が始まり深刻な少子

化社会に突入した日本では、2015 年度時点で全国に

779校ある大学（在学者数286万人）5は、すでに4割

が入学定員を割っているのが現実である。 

 

3．韓国の高等音楽教育の現状と課題 

3－1 韓国の学校教育制度 

韓国の教育制度は、1948年の独立以来、単線型6－

3－3制である。初等教育は 6 歳入学で 6年間行なわ

れ、次いで前期中等教育は3年間中学校で行なわれる。

後期中等教育は3年間、普通高等学校と職業高等学校

で行われる。また普通高等学校には各分野の英才を対

象にした高等学校（科学高等学校、外国語高等学校、

芸術高等学校、体育高等学校）があり、厳格な入学者

選抜がある。義務教育は初等教育から前期中等教育の

9年間（6～15歳）である。 

表1は、韓国（人口5,143万人）の教育段階別の学

校数、生徒数、教員数の一覧であり、参考として日本

（同1億2,652万人）の実態も併記している。2018年

現在、韓国には、大学191校6のうち私立大学156校、

国公立大学35校がある。教育大学は10校すべてが国

立である。 

韓国の熾烈な学歴社会を反映して教育熱は大学進

学率を大きく押し上げている。一般大学、教育大学、

専門大学（短大）などを含む大学進学率は 80 年に

27.25％に過ぎなかったが85年に30％台、94年に40 

 
4 中央教育審議会の大学教育部会より平成24年に公表された「関

連データ」の『諸外国の成長戦略における高等教育の役割』の中

で、韓国については「1990年から2000年にかけて、大学生は約

1.7倍（128万人→222万人）、進学率は70％を超えた。一方、少

子化が日本を上回るスピードで進んでおり、このままいけば、10

年後には、大学入学定員が18歳人口の140％になる見込み」と

指摘している。つまり、韓国では大学入学者数は大幅な定員割れ

表１： 韓国の学生数・生徒数・教員数（2018年） 

 

％台、95年に 50％台、2000 年に 60％台、2008年に

過去最高の83.8％となった。 

この大学進学率は過去、「合格者基準」で計算され

たが、2011年以降は「登録者基準」に変更されている。

「登録者基準」に換算すると、2009年の進学率77.8％

がピークになっており、その後漸減し、2016年69.8％

になっている。因みに日本の大学進学率は、2019年は

大学（現役生）54.7％であり、韓国基準（大学と短大

合計）に合わせると58.1％（過年度卒業者を含む）で

ある。2018年の在学中の学生数は、前掲表 1 が示す

通り韓国は270万人であり、日本の271万人と同水準

である。ただし、大学卒業後の就職率は2010 年代か

ら今日に至るまで 70％を割り深刻な就職難になって

いる。大卒の学歴が、必ずしも容易な就職や安定的な

人生を約束しているわけではないところに大学進学

率の低下傾向が見える。本章では以下、音楽分野の高

等教育（専門大学・大学・大学院）に焦点をあてる。 

3－2 高等教育の実態 

1）音楽学部を有する主要4大学の概要 

韓国でクラシック（西洋音楽）や国楽を勉強するな

ら、芸術の殿堂と言われ芸術家を養成する「韓国芸術

総合学校」がトップクラスであると言われるが、続い

て「ソウル大学」、「延世大学」、「梨花女子大学」など

の総合大学の中の音楽学部がある。以下、音楽学部を

有する主要大学4校（国立、私立各2校）を概略する。 

韓国芸術総合学校（英語表記：Korea National 

を引き起こすことになると予測している。 
5 文部科学省「文部科学統計要覧（平成28年度版）」による。 
6 191校の内訳は、首都ソウル市38校、第二の都市釜山市12校、

慶畿道30校、慶尚北道18校などである。 
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University of Arts）は、文化部（現・文化体育観光

部、日本の文部科学省に相当）により1993 年にソウ

ル市に開設された韓国初の国立の芸術大学である。開

設時には音楽学部（「音楽院」）が設置され、その後、

演劇学部、映像学部、舞踏学部、美術学部、伝統芸術

学部が加えられた。音楽学部は米国のジュリアード音

学院、カーティス音楽院、フランスのパリ国立音楽院

に比肩する音楽院を目指している。2018年時点で、同

学校には大学生2,252人、修士課程882人の計3,134

人が学び、教員数は教授・准教授111名、助教授・常

勤講師16人の計127名である。 

音楽学部は、声楽科、器楽科（21の鍵盤・管弦打楽

器コース）、作曲科、指揮科、音楽学科の 5学科で構

成されている。学生は、92の個別練習室を使用できる

と同時に、合奏室、オーケストラ室、打楽器室、オペ

ラ練習室、パイプオルガンを備えた368席の KNUAホ

ールで開催される年間 140 回を超す学内演奏会にも

参加できる。各学期末には、学生による弦楽合奏、吹

奏楽団、聖歌隊、オペラなどによる定期演奏会が開催

される。なお、同音楽学部には練習室や演奏施設のほ

かに充実した楽器が備えられており、たとえば鍵盤楽

器であれば48台のグランドピアノ（内、スタインウ

ェイ36台、ヤマハ 5台、カワイ 6台）、68台のアッ

プライトピアノ（内、ヤマハ 43台、カワイ 6台）、3

台のハプシコード、2台のパイプオルガンなどがある。

なお同学部を卒業したソン・ヨルム（Son Yeol-Eum)

は、数々の国際ピアノコンクールで入賞し、女性ピア

ニストとして世界的に活躍している。 

ソウル大学（Seoul National University） は1946

年に設立された名門の国立大学である。医学部、工学

部、人文学部、法学部、経営学部、美術学部など15学

部から構成されており、その中に音楽学部7がある。 

音楽学部は、声楽科、作曲科、楽理科、器楽科、ピ

アノ科、弦楽科、管楽科、国楽科の8学科から構成さ

れている。声楽科には「オペラ学院」が創設され、今

日では2年ごとにオペラが上演されており、これまで

累計で約100回上演された。作曲科は作曲、理論、指

揮に分かれている。楽理科は1981年に開設され、1984

 
7 韓国では英語のUniversity を「大学校」と翻訳し、学部に匹敵
する組織単位を「大学」(College) と表記しているが、本稿で

年に修士課程、1989年に博士課程が開設され、将来の

音楽学者や音楽評論家育成の基盤となっている。ピア

ノ科はソロ演奏に留まらず歌や楽器伴奏、室内楽アン

サンブルにも注力している。弦楽科には学士、修士、

博士課程があり、大学の4年間にバロック時代から現

代音楽までをカバーするほか、弦楽アンサンブル、オ

ーケストラ、室内楽コースを受講する。管楽科は木管、

金管、打楽器を含み、「ソウル大学管楽アンサンブル」

を編成している。国楽科は1959年に開設され、1963

年に修士課程、1989年に博士課程がスタートした。 

延世大学（Yonsei University）は、1957年にソウ

ル市に設立された名門の私立総合大学である。学部は、

医学部、工学部、法学部、経営学部、神学部、看護学

部など16学部あり、その中に音楽学部がある。 

音楽学部は、1955 年に神学部に宗教音楽科が開設

され、1963年に政府より音楽学部の認可を受け、2008

年まで教会音楽科、声楽科、器楽科、作曲科の4学科

で編成されてきた。同年、器楽科がピアノ科と管弦楽

科に分かれ、2019年現在、5学科の構成となっている。

同学部の教員数は教授、准教授など合計27人であり、

その内訳は、教会音楽科3人、ピアノ科6人、管弦楽

科7人、作曲科6人、声楽科5人である。教員の大半

は博士や修士の学位を海外で取得した留学経験者で

ある。留学先は米国のマンハッタン音楽院、ジュリア

ード音楽院、インディアナ大学、欧州のウィーン国立

音楽大学、ミラノ音楽院、フライブルグ音楽大学、ケ

ルン音楽大学、パリ国立高等音楽院などである。なお

筆者が本研究のために2017 年秋にインタビューした

のは、同音楽学部のピアノ科である。同音楽学部は、

国内で最初に音楽学博士課程を開設し、音楽界のトッ

プを担う人材の育成に先導的な役目を果たしている。 

梨花女子大学（Ewha Womans University）は、1886

年韓国初の近代的女性教育機関「梨花学堂」として誕

生し、1910～1925 年に最初に女性高等教育の扉を開

いた時代を経て、1961～2000 年には韓国最高の私立

女子名門大学へ発展した。2000～2010 年に「韓国最

初」から「世界最高」へと21世紀に向けた再跳躍を

図り、2010年以降は、グローバル女性教育の中枢とし

は、日本語表記に直して「大学」、「学部」として記載する。「ソ

ウル大学校」は「ソウル大学」、その中の「音楽大学」は「音楽

学部」と記載する。 
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ての役割を目指している。同大学は2019年2月現在、

13学部から構成され、人文科学部、社会科学部、医学

部、薬学部、看護学部、経営学部、師範学部、新産業

融合学部、造形芸術学部などと共に音楽学部がある。

2019年2月現在、同大学の累計卒業生数は学士17万

5,000人、修士5万人、博士4,400人である。 

音楽学部は、1925 年に韓国で最初の音楽科として

開設され、西洋音楽教育の専門的かつ体系的な教育を

スタートさせた。2018年現在、同学部には、6つの専

攻科がある。ピアノやオルガンなどの鍵盤楽器科、管

弦打楽器科、声楽科、作曲科、韓国伝統音楽の女性ア

ーティストの育成を目的とした国楽科、そして舞踏科

がある。同学部は、韓国で最初の女性だけからなるオ

ーケストラを設立し、毎年演奏会を開催している。韓

国伝統音楽を専門とするオーケストラは、国内でも最

高レベルのオーケストラと言われている。 

 

2）韓国音大入学生の実態 

韓国では毎年どのくらいの高校生や社会人が大学

や専門大学（短期大学、以下「短大」と記す）の音楽

学部に入学し、卒業するのであろうか。また、それら

大学からどのくらいの人数が大学院修士課程やさら

に博士課程に進学するのであろうか。表2は韓国教育

開発院の公表している2019年度のデータから、筆者

が大学・短大・大学院の学科数、在籍者、留学生、教

員、新入生枠、志願者、入学生、卒業生を整理し概観 

表2：韓国音楽大学の学生数概要（2019年度） 

 

 
8 「音楽学」の定義や内容の公表はされてないが、音楽理論（楽
理）、音楽史、民族音楽学、音響学、音楽社会学、音楽心理学、

音楽療法、音楽教育学など音楽に関する広範な学問分野が含まれ

ていると推察される。 
9 「その他」についても具体的な内容は公表されていないが、K-

POPに代表されるポピュラー音楽、電子音楽、コンサートや

したものである。本節では、以下、少子化社会韓国の

音楽大学を入学生数に焦点を当てて詳細に見てみる。 

（1）大学 

2011～2019 年度の音楽大学入学者数推移を示すの

が表3である。韓国全体の大学入学者が2011年度44

万195人（内、女性21万5,746人）から2019年度39

万4,387人（同19万8,838人）と減少し、音楽分野

でも7,634人（同5,359人）から2019年度7,036人

（同4,524人）へ598人（同835人）減少している。

同期間の女子学生の減少率は約 16％であり、音楽大

学入学者の女子学生比率も2011年度70.2％から2019

年度64.3％へ低下している。また、音楽大学入学者を

分野ごとに見ると、「音楽学」8が 985 人減少をみせ、

「その他」9が602人増加している。 

次に同期間の音楽大学入学者を大学種類別に見る

と、2011年度の7,634人の内訳は、4年制総合大学の

「大学」（Universities）7,143 人、「産業大学」

（Industrial University） 174 人、「各種学校」

(Miscellaneous School) 196人、「遠隔・サイバー大

学」(Distance & Cyber University) 10121人である。

一方、2019年度の 7,036人の内訳は、「大学」5,865

人、「産業大学」215人、「各種学校」202人、「遠隔・

サイバー大学」754人である。この間、「遠隔・サイバ

ー大学」は、633 人（内、女性 342 人）増加したが、

逆に「大学」は1,278人（内、女性1,201人）の大幅

減少を見せた。「大学」を含む音楽大学入学者合計の 

表3：韓国の大学の音楽入学者数 

 

ミュージカルなどの舞台芸術運営、音楽マネジメントなどが含

まれていると推察される。 
10 『2017年教育統計年報』によると韓国の「高等教育法」に基づ
いて遠隔大学に分類される高等教育機関は、国立の「放送通信

大学」1校、「サイバー大学」19校、「遠隔大学」2校の合計
22校である。 
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分野別減少内訳は、「音楽学」985人、「器楽」177人、

「作曲」75人、「国楽」14人であり、逆に「声楽」51

人、「その他」602人が増えている。なお「産業大学」

と急増した「遠隔・サイバー大学」入学者の音楽分野

は、大半が「その他」に分類されている。 

以上から、音楽大学の入学者数は年間約7,000人レ

ベルであるが、その数は漸減しており、とりわけ高等

音楽教育の中核をなす「大学」（4年制総合大学の音楽

学部）は、2011 年 7,143 人から 2019年 5,865人と

1,278人もの減少（2011年比18％減）を見せている。

減少人数 1,278人のうち女子学生が 94％を占めてお

り、2011～2019年の累計入学者数の女性比率67.4％

(44,429人÷65,889人) から見ると、音楽学を専攻す

る学生を中心に、女子学生の大幅な音大離れが窺える。 

（2）短大 

2011～2019 年度の短大音楽科入学者数推移を概観

する。韓国全体の短大入学者が2011年度26万5,564

人（内、女性 13 万 5,738人）から 2019年度 21 万

5,208人（同11万1,304人）と減少している中で、

音楽分野でも4,313人（同2,231人）から2019年度

4,198人（同1,966人）へと115人（同265人）減少

している。同期間の女子学生の減少率は約 12％であ

り、その結果、短大音楽入学者の女子学生比率も2011

年度51.7％から2019年度46.8％へ低下している。 

次に同期間の短大音楽科入学者を大学種類別に見

ると、2011 年度の 4,313 人の内訳は短大の中核とな

る「専門大学」(Junior College) 3,393人、「遠隔・

サイバー大学」(Distance & Cyber University) 0人、

職業技術教育を目的とする「専攻大学」

（Specialization College) 920人である。一方、2019

年度の4,198人の内訳は、「専門大学」2,795人、「遠

隔・サイバー大学」5人、「専攻大学」1,398人である。

この間、「専攻大学」は、478人増加したが、逆に「専

門大学」は598人の大幅減少を見せている。 

以上から、短大音楽科の入学者数は年間約4,000人

レベルであるが、その数は漸減し、とりわけ短大音楽

教育の中核をなす「専門大学」は、2011年3,393人か

ら2019年2,795人へと598人（約18％）の減少を見

せている。 

（3）大学院 

2011～2019 年度の音楽分野の大学院入学者数推移

を示すのが表 4 である。韓国全体の大学院入学者が

2011年度12万6,872人（内、女性6万1,203人）か

ら2019年度12万3,922人（同6万3,374人）と微減

する中で、逆に表 4にある音楽分野では、2011 年度

1,922人（同1,520人）から2019年度 2,342人（同

1,702人）と420人（同182人）増加している。同期

間の女子学生の増加率は約 12％となったが、大学院

入学者の女子学生比率は 2011 年度 79.1％から 2019

年度 72.6％へ低下している。なお音楽大学院の内訳

は、2019年度は、修士課程1,909人、博士課程433人

であり同年度の各 7々3％、27％を占める。 

音楽分野別には、前掲表4が示す通り入学者の6割

を占める「音楽学」、そして「国楽」、「器楽」は増加傾

向にあるが「声楽」と「作曲」は横ばい傾向である。 

次に同期間の大学院入学者を大学種類別に見ると、

2011年度の1,922人（女性比率 79.1％）の内訳は、

「一般大学院」（General Graduate School）1,397人、

「専門大学院」(Professional Graduate School) 60

人、社会人の継続教育が目的の「特殊大学院」(Special 

Graduate School) 465人である。一方、2019年度の

2,342人（女性比率72.6％）の内訳は、「一般大学院」

1,653人、「専門大学院」37人、「特殊大学院」652人

である。この間、「一般大学院」は256人の増員（内、

女性85人増）を見たが、その内訳は修士 2人、博士

254人であり、高等教育機関や研究機関への就職など

のための高学歴化が進んでいることを窺わせる。 

以上、韓国の音楽分野の大学・短大・大学院の入学

者数と教員数を一覧にしたものが表5である。3つの

高等教育機関の2011年～2019年の9年間の累計入学 

表4：韓国の大学院の音楽入学者数
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表5：韓国の音楽大学の入学者数と教員数 

者数12万4,012人に対して女性は7万8,698人で女

性構成比は63.4％である。各年度別に見ると、女性比

率は、2011 年の 66.4％から2019年 60.3％へ漸減傾

向を示している。2019年は女性6割、男性4割の構

成比である。一方、学校別に女性構成比を見ると、9

年間累計で大学は67.4％（44,429 / 65,889人）、短

大50.8％（19,710 / 38,798人）、大学院74.8％（14,459 

/ 19,325人）である。また、学科別女性構成比では、

大学は「国楽」と「楽器」は70％台と高く、「音楽学」、

「声楽」、「作曲」は60％台であり、「その他」は50％

前後である。日本の音大入学者に占める男性比率が約

1～2割11に対して韓国では男性が4割占めるのが特徴

的である。 

一方、大学教員数の2011～2019年度の推移を示す

のが前掲表5右欄である。他の専門分野と比較すると

音楽分野の教員数の増減幅はかなり小さいが、2016年

度の 1,134 人をピークに漸減傾向にあり 2019 年度

1,030人と2016年度比100人を超す減少（1割減）で

ある。音楽分野の教員を男女別に見ると各年度5割前

後の女性比率であり、2 人に 1 人が女性教員である。

自然科学や社会科学の各分野と比較すると、看護分野

 
11 日本の音大卒業生の男子学生比率は、音大生ピーク年の1994年
度は1割（594 / (594+5,165))、直近の2017年度は2割（720/

（注：2019年度は女性比率97.3％）を除けば音楽教

員の女性比率の高さは顕著である。さらに音楽分野の

教員数を「音楽学」、「国楽」、「器楽」、「声楽」、「作曲」、

「その他」別にみると、女性教員は2019年度、「音楽

学」と「器楽」で教員数の56.4％を占めている。 

3）インタビューに見る高等教育の実態 

以下、延世大学音楽学部ピアノ科ハン・ヨンラン教

授へのインタビュー要約である。文中下線部分が質問

項目である。 

(1）大学  

① 大学入試における選考基準については、毎年入試

課題は異なる。1次試験は6分、2次試験は16分。課

題曲はエチュードとロマン派の曲。ピアノ科は200人

以上受験して20人が合格する。学校全体のピアノ科

在籍者は150人で、その内訳は学部 90人と大学院生

など60人である。 

② 学習到達目標の設定とその達成手段については、

前期と後期に 1 回ずつ実技試験あり試験時間は一人

30分。バッハ、ハイドン・モーツァルトソナタ、ロマ

ン派、近現代の4時代から選ぶ。学生の希望曲を聞い

て、先生と決める。レッスンは週 1回、一人1時間。

（720＋2,904））へ上昇している。この間、女子学生が2,261人
（5,165－2,904）減少し、逆に男子学生が126人（720－594）
増加したのが男子学生比率上昇の原因である。 
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その他に金曜日11時から小ホールで門下生の弾き合

い会がある。ハン教授の門下生は24名。延世大学ピ

アノ科には 6名の教授がいるが、平均15人の門下生

がいる。今年度（2017年度）はピアノ科の教授の一人

が学長になり多忙なため、他の二人の先生が代わりに

学生を多く引き受けた。 

③ 使用するピアノのタイプについては、大学の練習

室は防音設備の整った快適な部屋でありヤマハのグ

ランドピアノが多く入っている。ハン教授の研究室は

スタインウェイ（先生用）とカワイ（学生用）を使用。 

④ カリキュラムの明細は、延世大学には、ヨーロッ

パ留学帰りの教授3名とアメリカ留学帰りの教授3名

の計6名がいる。基本はドイツ音楽を教えるが、近現

代のアメリカ音楽も含めて幅広く教える。 

⑤ 定期演奏会および卒業演奏会の概要、演奏される

曲目とそのレベルについては、定期演奏会では、オー

ディションで選ばれた一人の学生がピアノコンチェ

ルトを大学の学生オーケストラと大ホール（客席数

1,000）で弾くことができる。リストのピアノコンチ

ェルトなど毎年課題曲がある。オーディションには1

〜4年生が参加できる。 

⑥ 学部から大学院に進む学生の割合とその大学院

生の平均的なプロフィールは、20人中15人が進学す

る。半分はすぐ海外留学し、3〜4名は延世大学大学院

へ進む。学生のレベルが高く、延世大学から直接海外

へ行く場合が多い。他大学から延世大学大学院に入っ

て来る学生もいる。 

⑦ 大学の入学費用と年間授業料については、入学金

は10万円、授業料は前期と後期各50万円で年間100

万円である。 

⑧ 大学卒業後の就職先は、ピアノはオーケストラの

ような団体の就職先もなく就職は非常に難しい。卒業

後は自宅でピアノ個人教師をするか、ピアノ塾（音楽

教室）に勤めるしかない。 

⑨ 各教育機関の具体的な少子化対策については、韓

国はまだ日本ほど少子化で困っていない。延世大学と

ソウル大学は大都市にあり人気があるので学生確保

 
12 チョ・ソンジン（Seong-Jin Cho,1994年ソウル市生まれ）は韓

国人男性ピアニスト。15歳の時に「浜松国際ピアノコンクー

ル」に最年少で優勝、17歳で「チャイコフスキー国際コンクー

の影響はない。地方の小規模大学などは、対策上、す

でに合併している事例がある。 

⑩ 全国でどのくらいの大学生（男女別）がピアノを

学んでいると推測されるのか。たしかに“習う子供は

減っている”と思うが、ピアノは人気がある。しかし、

K-POPやアイドルを目指して音楽を習う子が増えてい

るかもしれない。延世大学のピアノ科の学生は、男子

3分の1、女子3分の2の構成比である。チョ・ソン

ジン12がショパンコンクールで優勝した頃は男子が

50%以上いた。チョ・ソンジンのおかげで、男子もピ

アノを弾くようになり、クラシック音楽を聴く人が増

えて、CDもかなり売れている。 

(2）大学院 

① 大学院入試における実技試験課題曲は、修士課程

ではバロック・古典派・ロマン派の3時代から課題曲

を選ぶ。博士課程の入学試験は近現代を含む4時代か

ら選ぶ。博士課程に進む学生も毎年数名いる。 

② 学習到達目標については、修士課程は論文を書く

必要はないが、今年度から演奏のみで修了できるよう

になった。博士課程は論文が必要であり博士号を取る

のは非常に難しい。全ての科目において 90点以上取

らないと修了できない。 

③ カリキュラムの明細 については、韓国人だから

特にどの作曲家のどの曲が好きというのはない。 

④ 大学院の年間授業料は、入学金は10万円、授業

料は1学期70万で年間140万円である。 

⑤ 大学院修了後の就職先は、博士課程を出ても就職

は“星をつかむぐらい難しい”。博士課程を終え、ア

シスタントとして大学に残り、芸術高校などで講師経

験を積み、教授の枠が空くのを待つ。しかし公募枠に

は非常に多数の人が応募する。書類が通ったとしても

実技試験、模擬授業、面接を順次クリアして採用され

るのは非常に難しい。 

(3）海外留学 

① 海外留学に進む大学生および大学院生の動機と

実態について、男子の留学動機には、ショパンコンク

ール、チャイコフスキーコンクール、ロンティボーな

ル」で第3位、21歳で韓国人として初めて「ショパン国際ピア

ノコンクール」（2015年）で優勝した。アジア人のショパンピア

ノコンクール優勝は、ダン・タイソン（ベトナム）、ユンディ・

リ（中国）に続き3人目の快挙であった。 
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どの一流の国際ピアノコンクールへの挑戦であり、上

位入賞すると2年間の兵役を免除されることもある。

女子は将来、演奏家になるのは非常に難しいとわかっ

ているが、ピアノが好きでしようがないから留学する。 

② 海外留学先の選択基準は、韓国に海外から教授が

来てマイスタークラスを開講するが、その時に留学希

望者がコンタクトをとり、留学するケースが多い。ま

たは師事している先生の紹介もある。留学先は1番目

にアメリカが多い。2番目は学費が無料のドイツであ

る。そのほか、オーストリア（ウィーン、ザルツブル

ク）、フランス、ロシア、フィンランド、オランダ、ス

イスと少しずついる。 

③ 海外留学実現の課題は、経済力については、留学

予定者の全ての人がお金持ちというわけではなく半

分ぐらいの人はアルバイトして留学する。ハン先生は

11 年間ドイツにいた。当時既に韓国で有名であった

ため留学ができたが、今は、有名でなくても留学費用

の用意ができれば誰でも留学できる時代である。 

④ 大学院修了後の「国家演奏家資格」制度（例：ド

イツ）への評価は、留学から帰ってきた人は皆その資

格を持っているから大した意味はない。 

⑤ 海外留学期間は、人それぞれ事情が異なり2年か

ら10年と幅があるので平均はない。 

⑥ 海外留学生の本国へ帰国後の進路は、韓国で講師

の口は多少あるが、就職が難しいため帰国しないケー

スも多い。 

⑦ 地元大学院卒業者の進路について、女子の場合は

結婚する可能性があり、大学院修了は箔がつき、良い

ところにお嫁にいけるかもしれないとプラスに考え

られている節もある。 

⑧ 韓国のピアニストが世界のコンクールで優勝、入

賞するようになった理由は、欧米留学から帰ってきた

優秀な教授が増えたことと、外国人のピアノ科教授も

採用するようになったことが大きいと考えられる。 

 

4．少子化社会日本のピアノ教育へのインプリケーシ

ョン －日本と韓国の比較を通して－ 

 
13 1980年代に日本（Japan）のポピュラー音楽にJ-POPという呼び

名が付けられたあと、日本のメディアが1990年代後半から韓

国（Korea）のポピュラー音楽にK-POPという名前を付けた。

日本、韓国、アジアでこのネーミングが広まった。 

考察1 社会全体の少子化に危機感があっても音楽教

育現場では危機感はまだ薄い 

日本では少子化の問題は、社会全体の深刻な問題で

もあり、学校教育においても生徒数の減少が学校運営

の困難さを招いているという現実がある。一方、韓国

においては世界的に見て出生率が極端に低く、将来人

口が確実に減るという認識はあっても、音楽教育に絞

ってみたそのインパクトは近い将来の深刻な問題に

なるという実感は薄い印象である。つまり、少子化と

いう社会問題は日韓両国に共通して認識されても、学

校教育へのインパクトでは、日本では、入学者が減少

し学校の定員を恒常的に下回るといった学校運営上

の「深刻な今日的問題」であっても、韓国、とりわけ

首都ソウル特別市では「将来起こるかもしれない問題」

である。両国間では問題意識にタイムラグがある。た

だし、筆者が2017 年にインタビューした楽器メーカ

ー、サミックの音楽教室では、需要の少ないクラシッ

ク音楽を教える音楽教室を2014年に止めて、アイド

ルをめざす子供の「A-Rootアカデミー教室」に変わり

K-POP13を教えている。 

 

考察2 4 年制総合大学と短大の女子学生入学者に音

大離れの兆し 

第3章2節第2項「韓国音大入学生の実態」で見た

通り、年間約7,000人の音大入学者数は、高等音楽教

育の中核をなす「大学」（4年制総合大学の音楽学部）

が漸減している。また、同4,000人の短大音楽入学者

数も、中核をなす「専門大学」が漸減している。その

減少率は、2011年～2019年にともに18％の減少率で

あり女子学生の音大離れの兆しが窺える。日本では音

大卒業生（大学、短大、大学院の合計）が1994年度

10,570 人から2017年度 4,707 人へ半減した14。日本

のような劇的な減少ではないが、韓国においても音楽

大学、短大の両方で入学者は減少傾向にあるのが読み

取れ、高等音楽教育機関の今後の対応が注目される。 

考察3 日本同様、音大卒業生の就職の難しさ 

学歴社会、韓国の大学進学率は70％前後である。熾

14 拙稿(2020)「中国の音楽学院最高峰、中央音楽学院への現地イ

ンタビューに見る中国ピアノ教育の現状と展望」『愛媛大学教育

実践総合センター紀要』第38号pp.1～15に詳述している。 
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烈な受験戦争と学業を経て卒業しても 4 年制普通大

学の平均就職率は 60％前半と低く、厳しい雇用状況

は続いている。卒業を意図的に猶予しながら就職活動

に専念する姿も見られる。特に音大卒業生ではさらに

就職は深刻である。また韓国統計庁の発表によると失

業率は国全体では約4％レベルであっても、とりわけ

若年層（15～29歳）の失業率が9～10％と高い。就職

できても韓国の労働市場全体は正規雇用 25％、非正

規雇用 75％である。韓国の音楽大学入学生が女子を

中心に減少傾向を見せる中で、彼らの卒業後の進路や

キャリア形成はどのようになっているのであろうか。

韓国の名門女子大学の一つであるソウル市の梨花女

子大学音楽学部は、専攻分野ごと卒業後の進路や就業

可能性についてホームページ上で具体的に公開して

いる。筆者が専攻ごとに整理要約したのが表6である。

鍵盤楽器専攻は、ピアノとオルガンに分けて公開して

いる。専攻ごとに共通している進路には、「大学院進

学」「海外留学」「中学・高校教員15」「音楽関連の雑誌・

新聞・放送記者」「音楽関連ビジネスへの就職」など

である。専攻によっては、「サウンドディレクター」

や韓国社会特有の教会音楽16を反映した「聖歌隊の伴

奏者」、「聖歌隊の指揮者」などもある。 

梨花女子大学音楽学部卒業生の進路は、定性的に公

表されたものであり、特定年度や特定期間の卒業生数

を就職先別に実数や構成比で示したものではない。従

って進路別の就職困難度は、この表から定量的に窺う

ことはできない。しかしながら、音大生の就職先とし

て見た場合、日本以上に深刻化している少子化の影響

で初等教育、中等教育、高等教育の各段階で生徒数は

増えないため音楽教員は増えない。この問題はソウル

市（人口1,022万人）、釜山市（351万人）、仁川市（292

万人）、大邱市（248万人)などの大都市以外の地方都

市ほど深刻な問題となる。小学校、中学校、高校の音

楽教員数は、生徒数が構造的に減少するため教員トー

タルでは大幅に減少すると推察される。 

音楽大学の入学者数と教員数の推移を示すのが前

掲表5である。4年制普通大学、産業大学、遠隔サイ

バー大学などからなる「大学」、専門大学、遠隔サイ 

表6：梨花女子大学音楽学部卒業生の進路 

 

 
15「教育証明書」(Teaching Certificates) の取得が条件である。因

みに日本の場合は、学校の教員になるためには「教員免許状」

（Teacher’s License）が必要である。「教員免許状」を取得する

ために必要な単位や学位を得ることができるのは大学・短期大

学等だが、「教員免許状」を授与するのは、都道府県の教育委員

会である。 

16 日本の外務省の「大韓民国基礎データ」（2019年10月13日検

索）によると、全人口約5,127万人（2016年韓国統計庁）の中

で、宗教人口比率は53.1％であり、その内訳は、プロテスタン

ト34.5％、カトリック20.6％、仏教42.9％、その他2％で、キ

リスト教徒が仏教徒を上回り半分以上を占めている。 
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バー大学、専攻大学などからなる「短大」への入学者

は今後さらに減少する17。増加するのは大学院入学者

だけである。一方、大学教員の在職者数は約1,300人

であり、各年度、基本的に大きな増減はない。海外で

の学位取得者も含め累積的に増える博士課程卒業者

の中で大学教員になるのには極めて狭き門が待って

いるのが実態である。 

一方、日本の音楽大学大学の卒業生の進路18につい

てはどのようになっているのであろうか。私立音大の

二種類の調査結果を筆者が整理したのが図 3 である。

一つは文部科学省が毎年行う大規模な「学校基本調査」

であり、この中で73学科を対象に「関係学科別・状

況別卒業者数」が公表されている。「音楽学科」もこ

の73学科の一つであり、「状況別」では具体的に「進

路別」卒業者数が示されている。次に同図3の右の円

は、「音楽大学学校案内2020」に掲載している2018年

度の私立音大卒業生3,297人の進路である。私立音大

37大学19を対象に、筆者が、各校が個別に発表してい

る卒業者数とその進路を集計した結果である。両調査

が示すものは、音大生の就職率の低さ、就職者の正規

職員（社員）比率の低さ、無業者・不詳者の多さとい

う3つの特徴である。 

韓国音大卒業生は、少子化で先行する日本の後を追

って就職の難しさに直面するのであろうか。表7は韓

国・日本の音大卒業生比較である。韓国（人口5,143

万人）の音大生は、2018年度に大学・短大・大学院の

合計11,370人と1万人を超えている。一方、日本（人

口1億2,700万人）は音大卒業生がピークの1994年

度に10,570人と1万人を超す音大卒業生を輩出して

きたが、その後激減し、2018年度4,866人となり、韓

国の約4割にまで縮小している。人口で日本の約4割

の韓国が、2018 年度には日本の倍を超す音大生を輩

出しているのが今日の姿である。韓国音大卒業生で特

 
17 前掲表5では「大学」の中の「遠隔・サイバー大学」への入学
者や「短大」の中の職業技術教育を目的とする「専攻大学」へ

の入学者が逆に増加するため、「大学」と「短大」各々の合計の

減少が相殺され、見かけ上は音大生が大幅に減少しているよう

に見えない。しかしながら、音楽教育の中核となる4年制普通

大学と専門大学（短大）を見ると入学者の大幅な減少が明らか

である。 
18 文部科学省「学校基本調査」では、私立大学、国公立大学の卒
業者数と進路を男女別に定量的に発表している。しかし、音楽

之友社「音楽大学・学校案内」では、国公立大学については

徴的なことは、短大における男性構成比が 46.1％と

高く、卒業生の半分近くを占めていることである（因

みに日本の同構成比は8.7％である）。また、大学院の

卒業生数が 1,447 人（修士課程 1,340 人、博士課程

107人）と高学歴化20が進んでいることである。 

果たして、日本の2倍を超す韓国の音大卒業生に、

就職の受け皿は十分にあるのであろうか。韓国は、世

界最低レベルにある出生率のもと今後も少子化はさ

らに進む。また、韓国の経済成長は内需主導型ではな

く輸出依存度が高いため、国内教育分野や産業分野で

音大卒業生を受け入れる余地は必ずしも大きくはな

いものと推察される。1万人を超す韓国音大生が今後

減少するのか、あるいは卒業後の就職先を起業などに

よりあらたに創造できるのかが注目される。韓国の高

等音楽教育は一つの岐路に立たされている。 

考察4 留学生の積極的な誘致 

韓国の音大では留学生の積極的な誘致が窺える。韓

国の音楽大学への外国人留学生推移を韓国教育開発

院の資料より概観する。2019年度の大学、大学院、短

大の留学生在籍数合計は1,096人（内、女性 715人）

となり1,000人の大台に到達した。大学への留学生は

2015年216人から増え続け2019年に561人（2011年 

表7：韓国・日本の音大卒業生比較 

 

『音楽卒業生』を個別に抽出してその数字と進路を定量的に捕

捉できないため、両資料から共通して数字を捕捉できる私立音

楽大学を比較対象に選んだ。なお、「学校基本調査」において

は、2018年度は音大卒業生3,526人中、私立音大生は89%を占

めている。 
19 音楽之友社編「音楽大学学校案内2020」（2019年11月刊行）よ
り37校を抽出。 

20 因みに、2018年度の日本の大学院卒業生646人の内訳は、修士
課程610人、博士課程36人である。 
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図3：日本の私立音大卒業生の進路（2018年度）

度比 3.5倍）となった。同様に大学院へは2016年度

126人から増え続け2019年度に509人（2011年度比

5.4倍）となった。4年間、大学院（修士課程 2年・

博士課程3年以上）で平均3年間在籍すると仮定する

と、2019年度の単年度入学者数は大学で100～150人、

大学院で150～200人レベルとなる。また2019年度の

在籍者合計の中で留学生が占める構成比は、大学で

1.5％（561 人/35,792 人）、大学院で 8.5％（509 人

/5,989人）である。短大も含めた在籍者全体の留学生

比率は2.0％（1,096人/54,722人）である。なお留学

生の専攻分野21は、「国楽」やクラシック音楽のピアノ・

ヴァイオリンなどの器楽、声楽、作曲といった分野よ

りも「音楽学」と「その他」の2分野である。 

韓国への留学生増加の背景には、韓国政府が国際競

争力強化のために留学生を積極的に受け入れる姿勢

がある。具体的には留学生に対して「大韓民国政府奨

学金」が学士課程と大学院に各々設定されている。奨

学金は返済不要の給付型奨学金であり、また授業料は

免除される。給費期間は、大学院の修士課程は3年間

（語学研修期間 1 年、学業期間 2 年）、博士課程は 4

年間（語学研修期間1年、学業期間3年）である。受

 
21 留学生の専攻分野は開示されているが、出身国の内訳は開示さ

れていない。 
22 韓国のみならず、中国の音楽大学においても留学生の誘致には

熱心である。例えば、北京の中央音楽学院と双璧の上海音楽学

入機関は、国立国際教育院が定めた67大学である。 

 一方、日本の音楽大学の外国人留学生実態は、独立

行政法人日本学生支援機構の「外国人留学生在籍状況

調査」によれば、令和元年度（2019年度）の音楽留学

生は1,225人で、その内訳は、大学338人、大学院226

人、短大8人の計572人である。大学教育機関とは別

に音楽専修学校の留学生が653人在籍している。2019

年度現在、韓国では1,000人を超す音大留学生が在籍

22している中で、日本の音楽大学にはなぜ留学生が

500人台に留まり少ないのかという命題を日本の音楽

大学に投げかけている。 

考察5 日本の音大における少子化対応策への示唆 

日本以上に深刻な少子化社会を迎えている韓国に

おいて、音楽教育の現場は日韓共通の課題（例：都会

と地方の教育格差）を抱えている。日本において既に

顕在化した問題が韓国ではまだ潜在化の問題にとど

まっている。あるいは、日本では学校運営の根幹を揺

るがすような深刻化した問題（例：音大入学者数が半

減）であっても、韓国では漸減の兆しは見えても日本

ほどには深刻になっていない。少子化社会下での音楽

教育の課題先進国・日本に対して韓国は課題後発国と

院では2019年7月現在、全日制学生2,440人、教員508人（教

授59人、副教授113人、専任講師307人、外国人教員29人）

の中で、外国人留学生は33か国から136人が在籍している。

（同学院ホームページ「学院简介」より） 
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言える。 

音大を目指す受験生や在籍する音大生にとって、

「魅力ある音大」とは何かという基本的な命題である。

充実したカリキュラム、卓越した高度な専門知識や技

能をもった多数の教員、充実した学内施設（講義室、

練習室、コンサートホール、楽器、図書館ほか）は重

要である。日本の音楽大学には改めて二つの課題とそ

れへの対応策が求められるであろう。 

一つ目は、卒業後の進路やキャリア形成である。具

体的には『他学部並みの就職率の向上と安定的な正規

職員（社員）としての就職先の確保』が満足できるか

が鍵となる。 

音大卒業生のすべてが経済的に成り立つ一流の演

奏家や音楽家になれるわけではない。修士課程などさ

らなる「進学」コースに進むのは前掲図3が示す通り

統計上約 20％である。一流の演奏家や音楽家になる

コースには海外留学がほぼ必須であろう。日本で大学

卒業後、あるいは修士課程修了後、経済的理由などで

誰もが海外の大学に中長期（2～5年）に留学できるわ

けではない。音大生には、将来のため複線化できる進

路がのぞましい。 

二つ目は、縮小均衡を余儀なくされている日本の音

楽大学の留学生受入れ制度の向上である。各大学の対

応策は、少子化により学生数が減少する中、とりわけ

留学生の誘致は必須であり、中国、韓国、東南アジア

の留学生を中心に学部レベルと大学院レベルに誘致

することである。例えばドイツは州立の大学、大学院

の授業料は外国人留学生も含めて無料であり、世界中

から優秀な留学生が集まる。また留学生が日本の音楽

教育の強みとして関心を抱く分野は果たしてどこで

あろうか。日本の音大にとって国際的な視野でその魅

力づくりは喫緊の課題である。 

 

おわりに 

 「少子化社会を迎えた韓国の高等音楽教育の現状と

課題」について本稿で対象にしているのはソウル首都

圏での現地調査とインタビューの結果である。とりわ

け高等音楽教育（一般大学、専門大学（短大））におけ

 
23 姜 姫銀(2018)「第7章 大学の構造改革」『韓国の高等教育―

る入学者数の減少や定員割れ、それに伴う定員削減の

問題は、人口が集中する首都圏ではなく韓国の大学全

体の約 65％が立地する地方に顕著に起こっている。

姜 姫銀(2018)が指摘するように「2013年の大学入試

において定員割れになった大学の 96.0％が地方大学

で、またその51.5％が地方所在の専門大学であった。

大学入学人口の減少は、先ず地方大学・専門大学に打

撃を与えているのである。」23首都圏と地方の地域格差

が引き起こしている高等教育の問題である。 

 今回の筆者の初等・中等・高等教育段階の音楽教育

の現地調査は、全人口の2割が集中する首都ソウル市

だけであり、高等教育段階については、直接インタビ

ューした延世大学および文献調査の韓国芸術総合学

校、ソウル大学、梨花女子大学の計4校ともソウル市

に立地している。加速化する少子化社会韓国の音楽教

育へのインパクトについては、地方の小学・中学・高

校・大学の実態調査やインタビューが不可欠である。

首都ソウル市から見える結論と地方から見える結論

が揃って初めて、韓国全体の音楽教育への少子化の影

響が見えてくると考えられる。 
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